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朝鮮人強制連行関連地域における市民運動の取り組み
　　　　　　　　≪ Research Note ≫
The activities of citizens movement in the area where Korean  
























て対立した日韓であったが、ソウルで 11 月 1 日に日韓中首脳会談、翌 2 日に日韓首脳会談が行
＊ YOSHIZAWA Fumitoshi　〔国際文化学科〕
1　 外務省ホームページ「大韓民国／日韓国交正常化 50 周年（2015）イベントカレンダー」に一連の事業
が掲載されている。http://www.mofa.go.jp/mofaj/a_o/na/kr/page23_001398.html　（2015 年 3 月 5 日ア
クセス。以下同様）。














































強制労働Ⅰ―日本編』（先人、2006 年）が出版された。また、1977 年 12 月より在日朝鮮人運動










が主な内容である。そして『調査・朝鮮人強制労働 1 ～ 4』（社会評論社、2013 ～ 2014 年）は、
第 1 巻が炭鉱編、第 2 巻が財閥・鉱山編、第 3 巻が発電工事・軍事基地編、第 4 巻が軍需工場・














4　 1995 年 9 月から遺骨返還、未払い賃金の支払い、謝罪と補償を求めて、日本政府と日本製鉄株式会社
（現在の新日鉄株式会社）を被告として朝鮮人被害者たちが東京地方裁判所に提訴した。その裁判を支援
した「日本製鉄元徴用工裁判を支援する会」の活動はその代表的なものである。
5　 朝鮮史研究会編『朝鮮史研究入門』名古屋大学出版会、2011 年、284 頁。
6　 近年注目される研究成果としては、北原道子『北方部隊の朝鮮人兵士　日本陸軍に動員された植民地
の若者たち』（現代企画室、2014 年）、「特集　朝鮮人強制連行研究の成果と課題―戦後 70 年の現在から
考える（１・２）」（『大原社会問題研究所雑誌』第 686、687 号、2015 年 12 月、2016 年 1 月）所収の諸
論文などがある。
7　 前掲『朝鮮史研究入門』、283 ～ 285 頁。






る。日本に連行された朝鮮人約 70 万人のうち、約 15 万人が北海道に連行された。その過程で死
去した多くの朝鮮人労働者の遺骨は、北海道の寺院に奉納されるか、現場の土中に埋まっている。
1980 年 5 月に空知民衆史講座のメンバーが地元の人々の協力を得て、朱鞠内ダム工事で亡くなっ
た朝鮮人の遺骨の発掘を始めた。そして、これらの市民たちは朝鮮人被害者の遺族を調査し、訪
韓して遺骨を返還する作業も行ってきた 9。
　このような活動を経て、1997 年 7 ～ 8 月に朱鞠内で第 1 回日韓共同ワークショップが開催さ
れた（2001 年 8 月から「東アジア共同ワークショップ」と改称され、現在に至っている）。参加
者は韓国から 50 人、在日朝鮮人が 12 人、日本人が 40 人、スタッフを入れると総勢 200 人を超
えた。このとき、15 年ぶりに遺骨の発掘が再開された 10。その後、このワークショップは日本と
韓国を往来しつつ、2016 年 2 月で 19 回を数えている。ワークショップでは 4 ～ 8 日間の日程で、
シンポジウム、ディスカッション、フィールドワークなどが企画されてきた。








　一方、2003 年 2 月には札幌市で、朝鮮人・中国人強制連行犠牲者の遺骨問題に関心を持ち、
遺骨を調査、発掘して、遺族に返そうとする市民運動の組織として、「強制連行・強制労働犠牲
者を考える北海道フォーラム」（以下、北海道フォーラム）が発足した。2006 年 2 月には、遺骨
問題の解決を目的とした市民運動「韓国・朝鮮の遺族とともに全国連絡会」が結成された 12。そ
して、北海道で発掘されてきた 115 体の遺骨は、NPO 法人「東アジア市民ネットワーク」が幹





11　 「東アジア共同ワークショップ 2015 夏 in 関西」実行委員会『第 18 回　東アジア共同ワークショップ





























ニュース　1993 ～ 2013』（2014 年）はその活動記録をまとめた集大成である。
（４）その他の書籍、小冊子など







沢秀編『戦時下常磐炭田の朝鮮人鉱夫殉職者名簿―1939.10 ～ 1946.1』（自費出版、1988 年）な
どがある。近年も龍田光司「常磐炭田朝鮮人戦時動員被害者と遺族からの聞き取り調査」（『在日
朝鮮人史研究』第 39 号、2009 年 10 月）、同「常磐炭田朝鮮人戦時動員被害者を訪ねて：韓国で
の調査報告から」（『在日朝鮮人史研究』第 42 号、2012 年 10 月）などの論考が発表されている。
14　 このフィールドワークの内容については、飛田雄一「戦後 64 年後の奇跡のような朝鮮人死亡者名判











され、1995 年には「戦後 50 年を問う群馬の市民行動委員会」が組織され、朝鮮人強制連行の調
査活動が進んだ。







研究委員会資料シリーズ第２集　新聞などに見る新潟県内韓国・朝鮮人の足跡』（2006 年 12 月）
としてまとめられた。また、同委員会は新潟県内の現場を歩くフィールドワークを行ってきた。






1999 年 3 月に名古屋地方裁判所に日本国と三菱重工株式会社を被告として、謝罪と補償を求め
る提訴を行って以来、「名古屋三菱・朝鮮女子勤労挺身隊訴訟を支援する会」（以下、支援する会）
は被害者の裁判闘争を支えてきた 15。2008 年 11 月 11 日に最高裁判所が被害者らの上告を棄却し、
敗訴が確定した後も、支援する会は東京の品川駅前および三菱重工本社前で、被害者への謝罪と
賠償を訴える「金曜行動」を継続し、企業との直接交渉による解決を目指した 16。













要求して 1992 年 9 月に富山地裁に提訴した。この裁判は「富山強制連行訴訟を支援する会」や
「不二越訴訟連絡会」などが支援し、2000 年 7 月に最高裁で和解が実現するなどの成果を勝ち取っ
てきた。それらの活動の記録は太平洋戦争韓国人犠牲者遺族会『報告集　不二越強制連行未払金
賃金訴訟　最高裁「勝利和解」からあらたな闘いへむけて』（2001 年）、「第 2 次不二越強制連行・
強制労働訴訟を支援する北陸連絡会」のホームページ 18 などに記録されている。
　兵庫では 1972 年 4 月に設立された神戸学生青年センターが朝鮮語や朝鮮史を学び、朝鮮人強
制連行や在日朝鮮人の歴史を明らかにする活動の拠点となった 19。また、1975 年 7 月に「民族差
別と闘う兵庫連絡協議会」が結成され、市営住宅入居や児童手当における民族差別撤廃運動など
















縄戦』（河出書房新社、1987 年）などの文献がある。市民運動として注目されるのは、2006 年 5










19　 神戸学生青年センターの諸活動については、ホームページ http://ksyc.jp/ を参照されたい。
20　 これらの活動については、恨之碑建立をすすめる会沖縄『希望　恨之碑建立 1 周年記念報告集』（2007
年）を参照されたい。
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まとめにかえて
　以上のように、日本の市民運動は朝鮮人強制連行の史実を明らかにし、朝鮮人被害者の人権回
復のために、日本の植民地支配責任を問う裁判闘争、追悼碑建立、そしてそれらを社会に広め、
後世に伝えるための資料集、小冊子、パンフレットなどを作成してきた。これらの諸活動は日本
政府や企業が積極的に取り組んでこなかった分野である。序論で述べたように、本来であれば日
本政府や企業が出資して、朝鮮人強制連行の史実解明、歴史教育の実践、記念館などの施設建設
などを通じて、過去の戦争と植民地支配の過ちを繰り返さない努力をすべきである。
　もちろん、これらの事業は加害責任を負うべき者が自らの課業として行うことが理想的である
し、被害者たちもそのように望んでいる。だが、そのような理想形に移行するひとつの段階とし
て、政府や企業が本論で述べたような市民運動の活動を積極的に奨励することはできないだろう
か。「歴史認識」問題で日本政治や企業活動が十分機能していない現在、東アジアの平和構築の
基礎となる植民地支配と戦争の歴史の克服という作業において、このような草の根の活動の重要
性が再認識されるべきであろう。
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